
事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校施設整備事業255101

255101 小学校施設整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

安全・快適な教育施設環境の確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

小学校施設（校舎・屋内運動場）

施設利用児童・教職員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

施設の改修周期に応じた計画的な整備を推進し、教育環境の向上を図るため、以下の事業を中心に改修を行う。
１．校舎：外壁改修、屋上防水、教室・廊下内部改修、便所改修及び放送設備改修等を実施する。
２．屋内運動場：外壁改修、屋根改修、内装改修、床改修及び便所改修等を実施する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

校舎等改修工事棟数(累積） 53 棟

屋内運動場改修工事棟数(累積） 11 棟

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

座間市立学校の管理運営に関する規則

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

校舎等改修工事棟数(累積） 屋内運動場改修工事棟数(累
積）

4 0 -24 (決算) 4 0 -7.50 0.00 -

2.2 1 -25 (予算) - - -4.20 9.10 -

4 1 -26 (計画) - - -7.50 9.10 -

3 2 -27 (計画) - - -5.70 18.20 -

3 0 -28 (計画) - - -5.70 0.00 -

-29 (計画) - - --
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校施設整備事業255101

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

高経年により学校施設（校舎・屋内運動場等）の老朽化や機能低下が進んでいる部分の改修整備を行うことにより、児
童・教職員の安全性と良好な教育環境を維持し、並びに施設の延命を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

　老朽化が進んでいる施設の整備については、安全・安心で快適な学校づくりに資するため、国庫補助の活用を図りな
がら、効率かつ効果的な整備が実施できるよう計画調整が求められる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

小学校施設整備率（％）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
整備累計棟数／整備対象工事延棟数
×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
改修整備事業について、一定の成果が現れているので、
現状コストを維持し、効率かつ効果的な整備を行い、耐用
年数の延長を図りたい。
  施設整備にあっては、必要最小限の改修（コスト）にとど
め、箇所の選定にあっても現場調査を踏まえ精査をし、効
率的な改修に努める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市立学校の管理運営に関する規則

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

48.624 (決算) 48.648.60

52.825 (予算) -52.80

6626 (計画) -66.00

75.527 (計画) -75.50

81.128 (計画) -81.10

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

122,502 88224 (決算) 1,917 6,437124,419 19,329

126,697 50025 (予算) 1,119 6,375127,816 20,050

212,575 144426 (計画) 3,224 6,320215,799 34,145

200,000 112427 (計画) 2,503 6,260202,503 32,349

200,000 88428 (計画) 1,964 6,200201,964 32,575

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校施設整備事業255101

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校施設整備事業255101

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
8

老朽化がかなり進んで来ている状況であることから、小学校施設整
備は、児童・教職員の安全性の確保と快適な学習環境を充実させ
るために必要である｡

9
9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

良好な教育環境の維持、向上のために計画的な施設整備が必要
である｡ 8

9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

安全、安心かつ快適な学校づくりのために有効な事業である｡
9
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

施設の老朽化が進む中で、計画的な改修、整備は他事業に比し
て優先的に行う必要がある｡ 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・

A ・

A ・
B ・

－
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

良好な教育環境の維持確保には欠かせない施策であるので、限られた財源の中で、さらに効率的、有効
的、計画的に実施されるよう努めるべきである。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設整備事業255104

255104 中学校施設整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

安全・快適な教育施設環境の確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

中学校施設（校舎・屋内運動場)

施設利用生徒・教職員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

施設の改修周期に応じた計画的な整備を推進し、教育環境の向上を図るため、以下の事業を中心に改修を行う。
１．校舎　：外壁改修、屋上防水、教室・廊下内部改修、便所改修及び放送設備改修等を実施する。
２．屋内運動場　：外壁改修、屋根改修、内装改修、床改修及び便所改修等を実施する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

校舎等改修工事棟数(累積） 29 棟

屋内運動場改修工事棟数(累積） 4 棟

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

座間市立学校の管理運営に関する規則

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和４０年代

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

校舎等改修工事棟数(累積） 屋内運動場改修工事棟数(累
積）

2 0 -24 (決算) 2 0 -6.90 0.00 -

1 0 -25 (予算) - - -3.40 0.00 -

1 0 -26 (計画) - - -3.40 0.00 -

0 1 -27 (計画) - - -0.00 25.00 -

1 1 -28 (計画) - - -3.40 25.00 -

-29 (計画) - - --
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設整備事業255104

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

高経年により学校施設（校舎・屋内運動場等）の老朽化や機能低下が進んでいる部分の改修整備を行うことにより、生
徒・教職員の安全性と良好な教育環境を維持し、並びに施設の延命を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

老朽化が進んでいる施設の整備については、安全・安心で快適な学校づくりに資するため、国庫補助の活用を図りなが
ら、効率かつ効果的な整備が実施できるよう計画調整が求められる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

中学校施設整備率（％）成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
整備累計棟数/整備対象工事延棟数
×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
改修整備事業について、一定の成果が現れているので、
現状コストを維持し、効率かつ効果的な整備を行い、耐用
年数の延長を図りたい。
  施設整備にあっては、必要最小限の改修（コスト）にとど
め、箇所の選定にあっても現場調査を踏まえ精査をし、効
率的な改修に努める。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市立学校の管理運営に関する規則

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

51.724 (決算) 51.751.70

55.125 (予算) -55.10

58.626 (計画) -58.60

62.127 (計画) -62.10

6928 (計画) -69.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

38,791 46424 (決算) 1,008 3,40539,799 11,688

92,556 17625 (予算) 394 3,44092,950 27,020

113,841 62026 (計画) 1,384 3,475115,225 33,158

120,000 82027 (計画) 1,826 3,510121,826 34,708

120,000 84828 (計画) 1,884 3,545121,884 34,382

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設整備事業255104

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は甚大である。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設整備事業255104

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
8

老朽化がかなり進んで来ている状況であることから、中学校施設整
備は、生徒・教職員の安全性の確保と快適な学習環境を充実させ
るために必要である｡

9
9
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

良好な教育環境の維持、向上のためには計画的な整備が必要で
ある｡ 8

9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

安全かつ快適な学校づくりのために有効な事業である｡
9
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

施設の老朽化が進む中で、計画的な改修、整備は優先的に実施
する必要がある｡ 9

9

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
－

A ・
A ・

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・

A ・

A ・
B ・

－
－

A ・
A ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

良好な教育環境の維持確保には欠かせない施策であるので、限られた財源の中で、さらに効率的、有効
的、計画的に実施されるよう努めるべきである。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校施設維持補修事業255116

255116 小学校施設維持補修事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

安全・快適な教育施設環境の確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

小学校施設（校舎等・屋内運動場）

施設利用児童・教職員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

  法令等に基づく定期点検による不良箇所、また毀損報告並びに学校要望等に基づき、必要な修繕を実施し、学校施
設における老朽箇所の機能回復を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

建築修繕完了件数（年間） 50 件

設備修繕完了件数（年間） 180 件

その他修繕完了件数（年間） 70 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

座間市立学校の管理運営に関する規則

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

建築修繕完了件数（年間） その他修繕完了件数（年間）設備修繕完了件数（年間）

59 124 5324 (決算) 59 124 53118.00 68.90 75.70

50 180 7025 (予算) - - -100.00 100.00 100.00

50 180 7026 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

50 180 7027 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

50 180 7028 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

29 (計画) - - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校施設維持補修事業255116

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

  学校施設の老朽化による劣化や消耗が進んでいる部分の修繕を行うことにより、施設の機能回復・延命化を図り、良好
な教育環境を維持していきたい。

・意図（どういう状態にしたいのか）

  業務執行上、諸設備（給排水・消防・放送・冷暖房機等）、ガラス破損等に係る緊急的な措置を講じなければならない修
繕対応が大半を占めており、他の毀損・老朽化修繕についても効率的な執行が求められる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
状況に応じては、原材料を活用して、施設の改善を行うな
ど可能な限り効率的な修繕を実施し、施設の機能回復・
耐用年数の延長を図りたい。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市立学校の管理運営に関する規則

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

54,645 65024 (決算) 1,412 6,43756,057 8,709

50,495 65025 (予算) 1,455 6,37551,950 8,149

55,000 65026 (計画) 1,451 6,32056,451 8,932

55,000 65027 (計画) 1,448 6,26056,448 9,017

55,000 65028 (計画) 1,444 6,20056,444 9,104

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校施設維持補修事業255116

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

小学校施設維持補修事業255116635/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校施設維持補修事業255116

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
7

良好な環境を維持するためには、計画的に施設設備の補修等を
行う必要がある｡ 9

9
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
9
7

老朽化した施設設備の機能回復、延命化のためには、年次計画
により適切な時期に修繕する必要がある｡ 7

9
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

施設設備の機能維持のためには早期対応が必要である｡
8
7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

施設設備の延命化や維持経費の平準化を図るために、維持補修
を計画的に実施することが必要である｡ 9

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・
B ・

B ・
B ・

A ・
－

A ・
B ・

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・

B ・

B ・
B ・

－
－

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

良好な教育環境を維持するために、当該事業は必要不可欠であり、計画的に有効性の高い執行が望ま
れる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設緑化推進事業255118

255118 中学校施設緑化推進事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

安全・快適な教育施設環境の確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

生徒

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

校庭の芝生化を目指すために、試行的に校庭の一部芝生化を行うもの。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

芝整備校数 6 校

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市事業主体 補助補助単独 新規新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～企画段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

その他事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２４年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

芝整備校数

0 - -24 (決算) 0 - -0.00 - -

1 - -25 (予算) - - -16.70 - -

0 - -26 (計画) - - -0.00 - -

0 - -27 (計画) - - -0.00 - -

0 - -28 (計画) - - -0.00 - -

- -29 (計画) - - -- -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設緑化推進事業255118

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

生徒の校庭での授業、部活動の安全性を高める事はもとより、二酸化炭素の削減、温暖化の抑制とともに、近隣住民の
砂埃対策を施し、地域とのコミュニケーションを促進する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

協働事業として取り組み継続的な地域ボランティアの参加、植栽方法や維持管理方法、必要な備品等の確保。芝が根ず
くまでの学校開放団体の使用制限等。

・事業実施上の検討課題

成果指標

成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
生徒の活動場の安全と癒しの空間の確保とともに、地域
ボランティア団体等と協力して維持管理作業を行うことで
環境保全の大切さを学ぶ。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

024 (決算) 00.00

025 (予算) -0.00

026 (計画) -0.00

027 (計画) -0.00

028 (計画) -0.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

0 024 (決算) 0 0

3,167 9025 (予算) 201 3,368

500 026 (計画) 0 500

500 027 (計画) 0 500

500 028 (計画) 0 500

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設緑化推進事業255118

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

適当である。

優先的に実施したほうが望ましい。

影響は少ない。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

Ｄ（4点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性がある。Ｃ（5点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設緑化推進事業255118

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
8
7

環境教育の一環としての、生徒の活動の場の安全と癒しの空間の
確保のため、緑化ウォール等を進める必要がある。 8

8
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
8
7

芝生の維持管理について、相互提案型協働事業により効率的な
管理がされている。 8

8
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

学校と地域とのコミュニケーションを促進し、学校を核とした地域の
連帯感や学校支援の気運が高まる。 8

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
9

必要性と同じ
7
9

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
4

校庭の芝生化は、生徒の教育活動の場の安全と癒しの空間を確
保し、環境保全の重要性を学ぶために有効である。 6

4

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
A ・

Ｃ ・
Ｄ ・

B ・
B ・
B ・

B ・
B ・

B ・

B ・
B ・

B ・
A ・

Ｃ ・
Ｄ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 8B ・8

内部評価

8

Ｂ
点

平均 Ｄ ・ 5 5Ｃ ・

内部評価

5

Ｃ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

この事業は、相互提案型協働事業として、採択されたものであるから、今後も事業の様子を見る必要があ
る。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校学校図書整備事業255122

255122 小学校学校図書整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

安全・快適な教育施設環境の確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

小学校児童・教員

小学校児童・教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

図書管理システムの運用により、児童への貸し出し及び蔵書管理の効率化を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

学校図書整備数 121,160 冊

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

学校図書館法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

学校図書整備数

5212 - -24 (決算) 5212 - -4.30 - -

6378 - -25 (予算) - - -5.30 - -

6440 - -26 (計画) - - -5.30 - -

6440 - -27 (計画) - - -5.30 - -

6440 - -28 (計画) - - -5.30 - -

- -29 (計画) - - -- -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校学校図書整備事業255122

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

学校図書館の図書の蔵書率の向上を図るとともに、学校図書の整理・整頓を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

蔵書の図書にあっては、時代のニーズにそぐわないものが多々ある。又、廃棄をするため、蔵書率がなかなか上がらな
い。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　図書整備にあたっては、毎年の購入、寄附、劣化等廃
棄入替えによって、文部科学省が基本としている各校学
級数に応じた標準冊数の達成に向けて整備を進めたが、
選択書籍の冊単価差(高単価)により実績冊数にとどまっ
ている。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

学校図書館法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

10,006 1024 (決算) 22 6,79510,028 1,476

11,464 1025 (予算) 22 6,79511,486 1,690

11,004 1026 (計画) 22 6,79511,026 1,623

11,004 1027 (計画) 22 6,79511,026 1,623

11,004 1028 (計画) 22 6,79511,026 1,623

029 (計画)

小学校学校図書整備事業255122642/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校学校図書整備事業255122

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校学校図書整備事業255122

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
8

「生きる力」を育むという理念の下、知識や技能の習得と共に思考
力・判断力・表現力等の育成を重視する新学習指導要領が全面
実施された中で、図書離れを改善するためにも図書整備を進める
必要がある。

9
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
6
9

限られた図書整備事業費において、読書効果を誘引できる書籍を
購入し、各校に導入された図書管理システムにより効率的に図書
の提供を行っている。

8
6
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

カリキュラムや自主的な読書活動を通して、児童の幅広い知識の
習得と勉学意識の向上に有効である。 9

6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

より多くの児童の利用を高めるため、多様な読書活動の取組みを
より一層普及・定着させていく必要がある。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

地方交付税の基準財政需要額の算定基礎ともなっている事業で
あることから、児童が自主的に読書活動を行うことができるように、
積極的に環境整備を推進する必要がある。

8
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・
A ・

A ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
Ｃ ・

A ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

A ・

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

読書の形態が、本から電子書籍と移り変ろうとしている中で、将来的な視点で今後のあり方等について、
検討が望まれる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校学校図書整備事業255134

255134 中学校学校図書整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

安全・快適な教育施設環境の確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

中学校生徒・教員

中学校生徒・教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

図書管理システムの運用により、生徒への貸し出し及び蔵書管理の効率化を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

学校図書整備数 79,520 冊

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

学校図書館法

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

学校図書整備数

4305 - -24 (決算) 4305 - -5.40 - -

3339 - -25 (予算) - - -4.20 - -

3409 - -26 (計画) - - -4.30 - -

3409 - -27 (計画) - - -4.30 - -

3409 - -28 (計画) - - -4.30 - -

- -29 (計画) - - -- -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校学校図書整備事業255134

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

学校図書館の図書の蔵書率の向上を図るとともに、学校図書の整理・整頓を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

蔵書の図書にあっては、時代のニーズにそぐわないものが多々ある。又、廃棄をするため、蔵書率がなかなか上がらな
い。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　図書整備にあたっては、毎年の購入、寄附、劣化等廃
棄入替えによって、文部科学省が基本としている各校学
級数に応じた標準冊数の達成に向けて整備を進めたが、
選択書籍の冊単価差(高単価)により実績冊数にとどまっ
ている。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

学校図書館法

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

7,768 1024 (決算) 22 3,6287,790 2,147

6,729 1025 (予算) 22 3,6286,751 1,861

8,188 1026 (計画) 22 3,6288,210 2,263

8,188 1027 (計画) 22 3,6288,210 2,263

8,188 1028 (計画) 22 3,6288,210 2,263

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校学校図書整備事業255134

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

得られている。

限定されていない。

適当である。

優先度が高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校学校図書整備事業255134

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
8
8

「生きる力」を育むという理念の下、知識や技能の習得と共に思考
力・判断力・表現力等の育成を重視する新学習指導要領が全面
実施された中で、図書離れを改善するためにも図書整備を進める
必要がある。

9
8
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
6
9

限られた図書整備事業費において、読書効果を誘引できる書籍を
購入し、各校に導入された図書管理システムにより効率的に図書
の提供を行っている。

8
6
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

カリキュラムや自主的な読書活動を通して、生徒の幅広い知識の
習得と勉学意識の向上に有効である。 9

6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

より多くの生徒の利用を高めるため、多様な読書活動の取組みを
より一層普及・定着させていく必要がある。 9

－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
6

地方交付税の基準財政需要額の算定基礎ともなっている事業で
あることから、生徒が自主的に読書活動を行うことができるように、
積極的に環境整備を推進する必要がある。

8
6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・
A ・

A ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
Ｃ ・

A ・
B ・
B ・

B ・
Ｃ ・

A ・

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・

B ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

読書の形態が、本から電子書籍と移り変ろうとしている中で、将来的な視点で今後のあり方等について、
検討が望まれる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設維持補修事業255140

255140 中学校施設維持補修事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

安全・快適な教育施設環境の確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

中学校施設（校舎等・屋内運動場）

施設利用生徒・教職員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

  法令等に基づく定期点検による不良箇所、また毀損報告並びに学校要望等に基づき、必要な修繕を実施し、学校施
設における老朽箇所の機能回復を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

建築修繕完了件数（年間） 40 件

設備修繕完了件数（年間） 100 件

その他修繕完了件数（年間） 75 件

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

座間市立学校の管理運営に関する規則

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

建築修繕完了件数（年間） その他修繕完了件数（年間）設備修繕完了件数（年間）

43 82 6424 (決算) 43 82 64107.50 82.00 85.30

40 100 7525 (予算) - - -100.00 100.00 100.00

40 100 7526 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

40 100 7527 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

40 100 7528 (計画) - - -100.00 100.00 100.00

29 (計画) - - -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設維持補修事業255140

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

  施設の機能回復・延命化を図り、良好な教育環境を維持する。

・意図（どういう状態にしたいのか）

  業務執行上、諸設備（給排水・消防・放送・冷暖房機等）、ガラス破損等に係る緊急的な措置を講じなければならない修
繕対応が大半を占めており、他の毀損・老朽化修繕についても効率的な執行が求められる。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
状況に応じては、原材料を活用して、施設の改善を行うな
ど可能な限り効率的な修繕を実施し、施設の機能回復・
耐用年数の延長を図りたい。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市立学校の管理運営に関する規則

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

30,241 45024 (決算) 978 3,40531,219 9,169

30,270 45025 (予算) 1,007 3,44031,277 9,092

33,300 45026 (計画) 1,005 3,47534,305 9,872

33,300 45027 (計画) 1,002 3,51034,302 9,773

33,300 45028 (計画) 1,000 3,54534,300 9,676

029 (計画)

中学校施設維持補修事業255140650/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設維持補修事業255140

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

中学校施設維持補修事業255140651/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校施設維持補修事業255140

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
7

良好な環境を維持するためには、計画的に施設設備の補修等を
行う必要がある｡ 9

9
7

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
9
7

老朽化した施設設備の機能回復、延命化のためには、年次計画
により適切な時期に修繕する必要がある｡ 7

9
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

施設設備の機能維持のためには早期対応が必要である｡
8
7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
8

施設設備の延命化や維持経費の平準化を図るために、維持補修
を計画的に実施することが必要である｡ 9

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・
B ・

B ・
B ・

A ・
－

A ・
B ・

A ・
A ・
B ・

B ・
A ・

B ・

B ・
B ・

－
－

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 9 9A ・

内部評価

9

A
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

良好な教育環境を維持するために、当該事業は必要不可欠であり、計画的に有効性の高い執行が望ま
れる。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

中学校施設維持補修事業255140652/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校普通教室等空調整
備事業

255195

255195 小学校普通教室等空調整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

安全・快適な教育施設環境の確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

児童及び教職員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

冷暖房機の設置９校

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

冷暖房機の基本設計・実施設計数 9 校

冷房機の設置校数 9 校

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～未着手進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

冷暖房機の基本設計・実施設
計数

冷房機の設置校数

3 0 -24 (決算) 3 0 -33.30 0.00 -

3 3 -25 (予算) - - -33.30 33.30 -

3 3 -26 (計画) - - -33.30 33.30 -

0 3 -27 (計画) - - -0.00 33.30 -

0 0 -28 (計画) - - -0.00 0.00 -

-29 (計画) - - --

小学校普通教室等空調整
備事業

255195653/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校普通教室等空調整
備事業

255195

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

空調機を設置することにより、夏季の高温多湿が軽減され、授業等の効率化が図られる。
また、冬季の暖房をこの電気式空調機で行うことにより、従来の液化燃料の燃焼による温度保持が不要となり、ＣＯ2削減
の効果も期待できる。児童及び教職員の健康維持や教育環境の改善を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

電力量の確保

・事業実施上の検討課題

成果指標

冷暖房機整備率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
整備校数／目標校数×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
・児童及び教職員の健康維持
・学習効率及び業務能率の向上

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

024 (決算) 00.00

33.325 (予算) -33.30

66.626 (計画) -66.60

10027 (計画) -100.00

028 (計画) -0.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

4,361 8824 (決算) 191 4,552

203,938 40325 (予算) 902 2,100204,840 97,543

127,697 40326 (計画) 900 4,210128,597 30,546

97,759 31527 (計画) 702 6,26098,461 15,729

35,873 028 (計画) 0 35,873

029 (計画)

小学校普通教室等空調整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校普通教室等空調整
備事業

255195

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

小学校普通教室等空調整
備事業

255195655/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校普通教室等空調整
備事業

255195

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

学校施設の冷房化については、授業や事務効率の向上及び児
童、教職員の健康維持のため必要である。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

エアコンの設置については、リース方式により実施することで経費
の平準化が図られ効率的である。 9

9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

教育環境の整備のために、有効である。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

児童及び教職員の健康維持、学習効率、事務効率の向上のため
の環境整備を行う必要がある。 9

5

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

－
－

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

施設の耐震化や便所改修など他の事業と優先性の検討をしながら、平成26年度の事業完了に向けて計
画的に進めていく必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

小学校普通教室等空調整
備事業

255195656/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校普通教室等空調整
備事業

255196

255196 中学校普通教室等空調整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

安全・快適な教育施設環境の確保

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

生徒及び教職員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

冷暖房機の設置６校

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

冷暖房機の設計校数 6 校

冷暖房機の設置校数 6 校

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～未着手進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

冷暖房機の設計校数 冷暖房機の設置校数

3 0 -24 (決算) 3 0 -50.00 0.00 -

3 3 -25 (予算) - - -50.00 50.00 -

0 3 -26 (計画) - - -0.00 50.00 -

0 0 -27 (計画) - - -0.00 0.00 -

0 0 -28 (計画) - - -0.00 0.00 -

-29 (計画) - - --

中学校普通教室等空調整
備事業

255196657/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校普通教室等空調整
備事業

255196

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

空調機を設置することにより、夏季の高温多湿が軽減され、授業等の効率化が図られる。
また、冬季の暖房をこの電気式空調機で行うことにより、従来の液化燃料の燃焼による温度保持が不要となり、ＣＯ2削減
の効果も期待できる。生徒及び教職員の健康維持や教育環境の改善を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

電力量の確保

・事業実施上の検討課題

成果指標

冷暖房機整備率成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式
整備校数／目標校数×100

目標値 100

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
・生徒及び教職員の健康維持
・学習上率及び業務能率の向上

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

024 (決算) 00.00

5025 (予算) -50.00

10026 (計画) -100.00

027 (計画) -0.00

028 (計画) -0.00

29 (計画) -

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

4,305 8824 (決算) 191 4,496

155,692 40325 (予算) 902 1,710156,594 91,575

110,052 31526 (計画) 703 3,475110,755 31,872

24,356 027 (計画) 0 24,356

24,356 028 (計画) 0 24,356

029 (計画)

中学校普通教室等空調整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校普通教室等空調整
備事業

255196

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

極めて効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

極めて高く得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が極めて高い。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

中学校普通教室等空調整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校普通教室等空調整
備事業

255196

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

学校施設の冷房化は、授業や事務効率の向上のため生徒及び教
職員の健康維持のために必要である。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

9
9
9

エアコンの設置については、リース方式により実施することで経費
の平準化が図られ効率的である。 9

9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

教育環境の整備のために、有効である。
9
9

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

生徒及び教職員の健康維持、学習効率、事務効率の向上のため
の環境整備を行う必要がある。 9

5

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・
－

A ・
Ｃ ・

A ・
A ・
A ・

A ・
A ・

A ・

A ・
A ・

－
－

A ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 7B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 9A 点 一次評価： 9A 点 二次評価： 9A 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

施設の耐震化や便所改修など他の事業と優先性の検討をしながら、平成２６年度の事業完了に向けて計
画的に進めていく必要がある。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

中学校普通教室等空調整
備事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校パソコン機器導入推
進事業

255216

255216 小学校パソコン機器導入推進事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

情報機器等の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

パソコン機器

　小学校児童、教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

情報教育の推進に対応するため、文部科学省におけるコンピューター整備計画に沿うべく、パソコン機器・周辺機器類の
整備やデータの集中管理のための保守・維持管理を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

パソコン設置台数(パソコン教室） 484 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

文部科学省整備計画

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

パソコン設置台数(パソコン教
室）

473 - -24 (決算) 473 - -97.70 - -

473 - -25 (予算) - - -97.70 - -

451 - -26 (計画) - - -93.20 - -

451 - -27 (計画) - - -93.20 - -

451 - -28 (計画) - - -93.20 - -

- -29 (計画) - - -- -

小学校パソコン機器導入推
進事業

255216661/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校パソコン機器導入推
進事業

255216

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

情報教育機器を整備することにより、情報教育の推進が図られるとともに、児童の情報社会への順応をスムーズに進め
る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

全教室への校内ＬＡＮの整備及び教育用イントラネットの構築が必要となっている。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　座間市立学校情報教育基本計画に則り、情報教育の
推進を図る。
（改善点）
　ＰＣ教室に1人１台のＰＣの設置及び普通教室へのＰＣ
設置。 ☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

文部科学省整備計画

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

47,059 3024 (決算) 65 6,79547,124 6,935

51,899 3025 (予算) 67 6,79551,966 7,648

72,593 3026 (計画) 67 6,79572,660 10,693

92,573 3027 (計画) 67 6,79592,640 13,634

101,897 3028 (計画) 67 6,795101,964 15,006

029 (計画)

小学校パソコン機器導入推
進事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校パソコン機器導入推
進事業

255216

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

小学校パソコン機器導入推
進事業
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事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校パソコン機器導入推
進事業

255216

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
7
8

情報化社会への対応、情報教育の推進上、必要である。
9
7
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

情報教育の推進を図るための効果が大である。
8
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

情報教育の推進のために有効である。進化しつづける機器の更新
など教育現場、社会に応じた整備が必要である。 9

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

情報化社会に対応できる児童の能力の育成のため、継続的に推
進する必要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

B ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
B ・
B ・

B ・
A ・

A ・

A ・
B ・

－
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

ＩＣＴ時代に適応できるよう、基本的な学習を通して、情報活用能力を身に付ける上で、効率的かつ効果
的な内容で進めるべきである。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

小学校パソコン機器導入推
進事業

255216664/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校パソコン機器導入推
進事業

255219

255219 中学校パソコン機器導入推進事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

情報機器等の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

　パソコン機器

　中学校生徒、教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

情報教育の推進に対応するため、文部科学省が推進するコンピューター整備計画に沿うべく、さらに充実したパソコン機
器・周辺機器類の整備やデータの集中管理のための保守・維持管理を図る。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

パソコン設置台数（パソコン教室） 330 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

文部科学省整備計画

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成１２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

パソコン設置台数（パソコン教
室）

330 - -24 (決算) 330 - -100.00 - -

330 - -25 (予算) - - -100.00 - -

246 - -26 (計画) - - -74.50 - -

246 - -27 (計画) - - -74.50 - -

246 - -28 (計画) - - -74.50 - -

- -29 (計画) - - -- -

中学校パソコン機器導入推
進事業

255219665/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校パソコン機器導入推
進事業

255219

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

情報教育機器を整備することにより、情報教育の推進が図られるとともに、生徒の情報社会への順応をスムーズにする。

・意図（どういう状態にしたいのか）

全教室への校内ＬＡＮの整備及び教育用イントラネットの構築が必要となっている。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
　座間市立学校情報教育基本計画に則り、情報教育の
推進を図るために整備する。
（改善点）
　普通教室等において授業における活用を容易にする。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

文部科学省整備計画

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

48,446 3024 (決算) 65 3,62848,511 13,371

45,058 3025 (予算) 67 3,62845,125 12,438

55,081 3026 (計画) 67 3,62855,148 15,201

58,626 3027 (計画) 67 3,62858,693 16,178

72,611 3028 (計画) 67 3,62872,678 20,032

029 (計画)

中学校パソコン機器導入推
進事業

255219666/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校パソコン機器導入推
進事業

255219

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

極めて効率的である。

十分取り組んでおり改善の余地はまったくない。

極めて高い。

十分得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

中学校パソコン機器導入推
進事業

255219667/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校パソコン機器導入推
進事業

255219

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
7
8

情報化社会への対応、情報教育の推進上、必要である。
9
7
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
9
9

情報教育の推進を図るため十分効果がある。
8
9
9

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
7

情報教育の推進のために有効である。進化しつづける機器の更新
など教育現場、社会に応じた整備が必要である。 9

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

情報化社会に対応できる能力の育成のため、継続的に実施して
いく必要がある。 8

8

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
B ・

B ・
A ・
A ・

A ・
B ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
B ・
B ・

B ・
A ・

A ・

A ・
B ・

－
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

ＩＣＴ時代に適応できるよう、基本的な学習を通して、情報活用能力を身に付ける上で、効率的かつ効果
的な内容で進めるべきである。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

中学校パソコン機器導入推
進事業

255219668/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校情報通信技術環境
整備事業

255222

255222 小学校情報通信技術環境整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

情報機器等の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

小学校児童及び教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

・電子黒板の整備
・学校支援等システムの開発検討

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

電子黒板の設置台数 220 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

電子黒板の設置台数

11 - -24 (決算) 11 - -5.00 - -

33 - -25 (予算) - - -15.00 - -

44 - -26 (計画) - - -20.00 - -

44 - -27 (計画) - - -20.00 - -

0 - -28 (計画) - - -0.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

小学校情報通信技術環境
整備事業

255222669/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校情報通信技術環境
整備事業

255222

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

情報教育の推進に対応するため、文部科学省が推進する「スクール・ニューディール構想」に沿うべく、さらに充実したパ
ソコン機器・周辺機器類の整備やデータの集中管理のためのシステム構築を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

平成２１年度に学校情報通信技術環境整備補助金によりハード面が整備されたが、校務支援システムの検討時に既存
PCの更新も見据えたICT環境の構築検討が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
座間市立学校情報教育基本計画に則り、情報教育の推
進を図るために整備する。
（改善点）
　普通教室等において授業における活用を充実させる。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

2,201 3024 (決算) 65 6,7952,266 334

5,610 3025 (予算) 67 6,7955,677 835

7,496 3026 (計画) 67 6,7957,563 1,113

7,496 3027 (計画) 67 6,7957,563 1,113

1,628 3028 (計画) 67 6,7951,695 249

029 (計画)

小学校情報通信技術環境
整備事業

255222670/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校情報通信技術環境
整備事業

255222

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

小学校情報通信技術環境
整備事業

255222671/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 小学校情報通信技術環境
整備事業

255222

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
7
9

児童が情報社会に主体的に対応できる「情報活用能力」を身に付
けるうえで、必要である。 9

7
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
8
8

校務の情報化により、教員の事務負担の軽減を図ることで、児童と
向き合う時間を確保することができ、その効果は高い。 7

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

授業に対する興味・関心を向上させる「わかる授業」を実現するた
めの、環境整備を図ることにより児童の集中力や学習意欲を向上
させるために有効である。

9
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

教育の情報化を通じて教育の質の向上を図るため、学校教育に
関連する様々な場面で発展・継続的に環境の整備を推進する必
要がある。

8
7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
Ｃ ・

－
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

ICT社会において、適応できるために「情報適応能力」を身に付けるための環境整備に必要な事業であ
る。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

小学校情報通信技術環境
整備事業

255222672/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校情報通信技術環境
整備事業

255225

255225 中学校情報通信技術環境整備事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

情報機器等の整備

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

中学校の生徒及び教員

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

・電子黒板の整備
・学校支援等システムの開発検討

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｂ・市民参加

電子黒板設置台数 120 台

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 平成２１年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

電子黒板設置台数

6 - -24 (決算) 6 - -5.00 - -

18 - -25 (予算) - - -15.00 - -

24 - -26 (計画) - - -20.00 - -

24 - -27 (計画) - - -20.00 - -

0 - -28 (計画) - - -0.00 - -

- -29 (計画) - - -- -

中学校情報通信技術環境
整備事業

255225673/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校情報通信技術環境
整備事業

255225

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

情報教育の推進に対応するため、文部科学省が推進する「スクール・ニューディール構想」に沿うべく、さらに充実したパ
ソコン機器・周辺機器類の整備やデータの集中管理のためのシステム構築を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

平成２１年度に学校情報通信技術環境整備補助金によりハード面が整備されたが、校務支援システムの検討時に既存
PCの更新も見据えたICT環境の構築検討が必要である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ａ　（コストを増やして成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
座間市立学校情報教育基本計画に則り、情報教育の推
進を図るために整備する。
（改善点）
　普通教室において、授業における活用を充実させる。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

8,977 3024 (決算) 65 3,6289,042 2,492

3,300 3025 (予算) 67 3,6283,367 928

4,245 3026 (計画) 67 3,6284,312 1,189

4,245 3027 (計画) 67 3,6284,312 1,188

1,044 3028 (計画) 67 3,6281,111 306

029 (計画)

中学校情報通信技術環境
整備事業

255225674/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校情報通信技術環境
整備事業

255225

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

十分対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

十分効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

極めて高い。

得られている。

限定されていない。

評価対象外

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

Ａ（9点）

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ｃ（6点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

－

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。

中学校情報通信技術環境
整備事業

255225675/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 中学校情報通信技術環境
整備事業

255225

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
7
9

生徒が情報社会に主体的に対応できる「情報活用能力」を身に付
けるうえで、必要である。 9

7
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
8
8

校務の情報化により、教員の事務負担の軽減を図ることで、生徒と
向き合う時間を確保することができ、その効果は高い。 7

8
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
6

授業に対する興味・関心を向上させる「わかる授業」を実現するた
めの、環境整備を図ることにより生徒の集中力や学習意欲を向上
させるために有効である。

9
6

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

－
－

9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

教育の情報化を通じて教育の質の向上を図るため、学校教育に
関連する様々な場面で発展・継続的に環境の整備を推進する必
要がある。

8
7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
B ・
A ・

B ・
B ・
B ・

A ・
Ｃ ・

A ・
－

B ・
B ・

A ・
B ・
A ・

B ・
B ・

B ・

A ・
Ｃ ・

－
－

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 - 9A ・-

内部評価

9

A
点

平均 Ｃ ・ 8 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

ICT社会において、適応できるために「情報適応能力」を身に付けるための環境整備に必要な事業であ
る。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

中学校情報通信技術環境
整備事業

255225676/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 私立幼稚園就園奨励事業255301

255301 私立幼稚園就園奨励事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

多面的な教育振興

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

認可私立幼稚園

幼稚園就園児

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

認可私立幼稚園の設置者が就園児保護者に対して行う入園料及び保育料の減免事業に対して就園奨励補助金を交付
する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｃ・市民参加

園児数 2,169 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

事業主体 補助補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始 昭和６２年度

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

園児数

2051 - -24 (決算) 2051 - -94.60 - -

2136 - -25 (予算) - - -98.50 - -

2057 - -26 (計画) - - -94.80 - -

2057 - -27 (計画) - - -94.80 - -

2057 - -28 (計画) - - -94.80 - -

- -29 (計画) - - -- -

私立幼稚園就園奨励事業255301677/1372 ページ



事　業　評　価　シ　ー　ト 私立幼稚園就園奨励事業255301

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

国の制度を活用して私立幼稚園設置者が行う減免事業をサポートし、あわせて幼稚園児の保護者の経済的負担の軽減
を図る。

・意図（どういう状態にしたいのか）

本来、受給できる国の補助金枠の１／３が遂行されないことにより、市の財政負担が圧迫されている状況におかれている
ので、抜本的な補助制度の見直しを求めて国への要望等を実施している。

・事業実施上の検討課題

成果指標

成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｂ　（コストを維持して成果を向上）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
当事業の基である国の補助金額の推移を見ながら、市単
独分の補助金額について検討を加えていく。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

150,560 45224 (決算) 982 2,004151,542 75,620

170,832 45225 (予算) 1,012 2,057171,844 83,541

160,000 45226 (計画) 1,009 2,092161,009 76,964

160,000 45227 (計画) 1,007 2,130161,007 75,590

160,000 45228 (計画) 1,004 2,169161,004 74,230

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 私立幼稚園就園奨励事業255301

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

極めてニーズに即（する）している。

極めて対応している。

市で実施する必要がある。

十分効果がある。

極めて効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

限定されていない。

適当である。

優先的に実施したほうが望ましい。

無視できない影響がある。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（7点）

Ａ（9点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ａ（9点）

Ａ（9点）

視点１

視点２

Ｃ（6点）

Ｃ（6点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が極めて低い。Ａ（9点）

改善する必要性がある。Ｃ（6点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 私立幼稚園就園奨励事業255301

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

9
9
9

より豊かな人格形成のための幼児教育の重要性から、就園奨励は
必要であり、国としても十分な支援を自治体に行う必要がある。 9

9
9

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

7
9
8

幼児の健全な成長を助長し、また、就園者全員を対象とすることで
若い世代の保護者への支援となることなど、効果は高い｡ 7

9
8

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
7

幼児期の発達の助長などのため幼児教育の充実、推進が求めら
れており、就園奨励は有効である｡ 8

7

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

9
9

効率性と同じ
9
－

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

6
6

子育て支援策の充実や幼保一元化の動きの中で、幼児教育の重
要性の視点から、優先度は高い。 6

6

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・
B ・

B ・
B ・

A ・
－

Ｃ ・
Ｃ ・

A ・
A ・
A ・

B ・
A ・

B ・

B ・
B ・

A ・
A ・

Ｃ ・
Ｃ ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 9A ・ 9A ・

内部評価

9

A
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 A ・ 9A ・9

内部評価

9

A
点

平均 Ｄ ・ 6 6Ｃ ・

内部評価

6

Ｃ
点

事業評価（内部）： 8B 点 一次評価： 8B 点 二次評価： 8B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

小学校入学前の幼児教育の重要性から保護者への負担を軽減することは必要であるが、国及び市のそ
れぞれの役割の範疇や、幼児教育を必要とする主体の実態をよく整理するなかで、市の単独負担分につ
いて検討すべきである。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）
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事　業　評　価　シ　ー　ト 高校進学資金貸付事業255313

255313 高校進学資金貸付事業

のびやかに　豊かな心　はぐくむまち

教育環境

多面的な教育振興

事業コード 事業名：

政 策 ：

施 策 ：

施策の方向：

総合計画体系

学校教育法に規定する高等学校課程及び高等専門学校課
程の修学者

・対象（何、誰を）

・受益者（実際に利益を受ける人）

学校教育法に規定する高等学校課程及び高等専門学校課程の修学者に対して、就学を奨励するために奨学金を貸与
する。

・手段（市が実際に行う事業の内容）

Ｄ・市民参加

高校進学貸付金貸与者 6 人

活動指標

①

③

②

（手段から導かれ、事業の進捗状況を図るための指標）

活動指標名 目標値

 Ａ：地域社会の主体としての市民、受益者としての市民、双方の視点からの参加がある
 Ｂ：地域社会の主体としての市民の参加がある
 Ｃ：受益者としての市民の参加がある
 Ｄ：特に市民参加がない

活動指標の年度別状況

教育総務課教育部

市

座間市奨学金条例

事業主体 単独補助単独 継続新規・継続

平成 24 年度 平成 29 年度計画期間 ～実施段階進捗状況

主管部局名 主管課名 一般会計会計区分

根拠法令

自治事務事務区分 非義務的経費義務区分 市内全域地域区分

事業開始

(上位の政策・施策)

① ② ③

年度別
目標値

活動指標

実績値
年度

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

年度別
目標値

計画目標
値に対す
る割合

計画目標
値に対す
る割合

区分
実績値実績値

高校進学貸付金貸与者

1 - -24 (決算) 1 - -16.70 - -

4 - -25 (予算) - - -66.70 - -

4 - -26 (計画) - - -66.70 - -

5 - -27 (計画) - - -83.30 - -

6 - -28 (計画) - - -100.00 - -

- -29 (計画) - - -- -
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事　業　評　価　シ　ー　ト 高校進学資金貸付事業255313

0

50

100

150

A B C コスト度合

成果度合

 

修学の奨励

・意図（どういう状態にしたいのか）

返還の滞っている貸付金回収が困難である。

・事業実施上の検討課題

成果指標

設定せず成果指標名

（意図から導かれ、事業の目的達成度を図るため
の指標）

指標式

目標値 0

成果指標の年度別状況

 A  B  C 

 D  E 
 

 

1 2 3

L

H

 すべての事業は、 

   部分に位置

づけられる。 

コスト大

成
果
大

Ｄ　（コストを現状維持＝最大限にコストと成果がバランスがとれている状況）・事業のポジショニング
　　　　　　（位置付け）

Ⓐ：コストを増やして成果を向上
Ⓑ：コストを維持して成果を向上
Ⓒ：コストを削減して成果を向上

・ポジショニングの説明・改善方策
受益者に情報を確実に提供する。

☆

事業費等の年度別状況

※・概算人件費＝所要時間×１時間当たりの平均人件費単価
   ・概算総事業費＝事業費（直接事業費）＋概算人件費
   ・受益投資額＝受益者１人当たりの投資額＝概算総事業費÷受益者数　　

Ⓓ：コストを現状維持（理想の状態）
Ⓔ：コストを削減
Ⓕ：事業を統合又は廃止

座間市奨学金条例

・備考（現状等）

年度別
目標値 実績値

年度

計画目標
値に対す
る割合

区分

-24 (決算) --

-25 (予算) --

-26 (計画) --

-27 (計画) --

-28 (計画) --

-29 (計画) --

年度
所要時間

区分 概算人件費
（千円）

事業費（千円） 受益者数概算総事業費
（千円）

受益投資額
(円）

200 4224 (決算) 91 4291 72,817

600 4225 (予算) 94 4694 173,499

600 4226 (計画) 94 4694 173,447

700 4227 (計画) 94 5794 158,707

1,000 4228 (計画) 93 61,093 182,221

029 (計画)
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事　業　評　価　シ　ー　ト 高校進学資金貸付事業255313

○必要性について

政策の目的が市民や社会のニーズにかな（うものか）っているか

当初の事業目的を達していないか

事業目的に対して効果があがっているか

○効率性について

○有効性について

○公平性について

○優先性について

予算や人員に見合った効果が得（られる）られているか

他市と比べてコストはどうか

他の類似事業と比べてコストはどうか

政策達成のために有効か

期待された成果が得られているか

対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか

受益者の費用負担は適当か

他の事業と比較して優先的に実施すべきか

延伸、廃止した場合に大きな影響があるか

十分ニーズに即（する）している。

一部対応していない部分もある。

市で実施する必要性が高い。

十分効果がある。

効率的である。

取り組んでおりほとんど改善の余地はない。

高い。

十分得られている。

一部限定されているが限定の度合いが小さい。

ほぼ適当である。

優先度が高い。

影響は大きい。

・政策・施策評価の視点からの内部評価

事業評価 改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

視点３

視点１

視点２

視点３

Ｂ（8点）

Ｃ（6点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（8点）

Ｂ（8点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

視点１

視点２

Ｂ（7点）

Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（8点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

改善する必要性が低い。Ｂ（7点）

※各視点の評価点と合計の評価点とは四捨五入の関係で不整合が生じる場合がある。
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事　業　評　価　シ　ー　ト 高校進学資金貸付事業255313

（内部評価詳細）

一次評価＝所管部局長の評価
二次評価＝行政評価委員会の評価

Ａ（１０～　９点）
Ｂ（　８～　７点）
Ｃ（　６～　５点）
Ｄ（　４～　３点）
Ｅ（　２～　１点）

改
善
性

高

8
6
8

就学の機会が確保され、学習環境が整うことからも必要である。
8
6
8

必
要
性

①施策（事業）の目的が現在の市民や社会のニーズにかなっている（た）か
②事業の対象や内容は行政需要の変化に対応している（た）か
③国、県、民間、地域との役割分担からみて市が行う必要があるか　※法令上義務は10

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

8
6
7

就学に際しての資金援助は十分な効果がある。
8
6
7

効
率
性

①予算や人員に見合った効果が得られている（た）か
②他市と比べてコストはどうか
③コスト（予算・人員）改善に取り組んでいる（た）か

視
点

視点①
視点②
視点③

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

8
8

就学の奨励、教育の機会均等の観点から有効的である。
8
8

有
効
性

①事業を実施することでの施策目標への貢献度
②成果を向上させる余地はあるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

効率性と同じ
7
7

公
平
性

①対象者全体に対して利用者や受益者が少数に限定されていないか
②受益者の費用負担は適当か

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点

7
7

就学の機会を確保するためにも重要な事業である。
7
7

優
先
性

①施策内の他の事業と比較して優先的に実施すべきか
②延伸、廃止した場合に市民の生命・身体及び財産に影響があるか

視
点

視点①
視点②

一  次  評  価 二次評価

視点 評点 評点コ    メ    ン    ト

B ・
Ｃ ・
B ・

B ・
Ｃ ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
Ｃ ・
B ・

B ・
Ｃ ・

B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

B ・
B ・

区分

区分

区分

区分

区分

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 7B ・ 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

平均 8B ・ 8B ・

内部評価

8

Ｂ
点

平均 B ・ 7B ・7

内部評価

7

Ｂ
点

平均 Ｃ ・ 7 7B ・

内部評価

7

Ｂ
点

事業評価（内部）： 7B 点 一次評価： 7B 点 二次評価： 7B 点（ ）

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

コ    メ    ン    ト

就学の機会が確保され、学習環境が整うことから重要な事業であり、その必要性は高い。

二　　次　　評　　価　　コ　　メ　　ン　　ト

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ） （ ）

高校進学資金貸付事業255313684/1372 ページ


